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研究成果の概要（和文）：本研究は、ワークライフバランス（WLB）の実現を成人の生活課題として捉え、それ
を生涯学習・社会教育の観点から学習課題として具体化することを目指した。コロナ下でインタビュー調査が実
施できなかったものの、本研究を通して、WLBは労働政策・家族政策の対象にとどまらず、地域を含む社会教育
研究にとっても政策・実践の両面で重要なテーマであることを明らかにした。さらに、学習課題としてWLBを位
置づけるにあたって、ジェンダー規範やケア関係、異性愛標準家族主義の問い直しなど家族をめぐる論点、労働
と生活の分断を乗り越える時間主体性（時間主権）、企業を超えた社会空間での学びなどが有効な観点になるこ
とを示した。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to embody the realization of Work-Life Balance (WLB) as a 
learning theme for adult education. Unfortunately, the pandemic of COVID-19  prevented us from 
conducting case studies. However, through a theoretical study, it was clarified that WLB is not only
 the subject of labor policy and family policy, but also an important theme in terms of both policy 
and practice for social education research including community life.
Furthermore, in positioning WLB as a learning issue for adults, the following perspectives were 
shown to be effective; They are situation surrounding the family such as changes of gender norms and
 the "standard family", the right to decide how to use time, and  social spaces for learning beyond 
the corporation.

研究分野：社会教育・生涯学習

キーワード： 社会教育　ワークライフバランス
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の社会的意義は、労働・福祉・家族という各社会政策で取り組まれているWLBという政策課題を、生涯学
習・社会教育研究の領域から描き出そうとしたことである。すなわち、WLBを個人の選択や生き方の課題として
ではなく、地域社会を含んですべての人に関わる共通の学習課題として位置づけるものである。また、労働主体
／生活主体の形成という社会教育の命題をWLBという現代的課題に結び、労働主体と生活主体の不可分性を重視
して論じたところに学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
ワークライフバランス（以下、WLB）は、労働・生活をめぐる諸課題の解決を展望する際の社
会的理念であると同時に、成人が実際生活の中で直面する生活課題である。生涯学習・社会教育
の立場から捉えると、それは第一に、「標準」的な労働・生活のあり方が解体されるなかで、成
人はライフステージ等に応じて自身の労働や生活のあり方を問い直し、状況に応じて柔軟に作
り変えていくことが一層求められるようになっており、それを支える学習機会の必要が指摘さ
れる。社会教育・男女共同参画分野の諸事業では、このことに関わる学習活動が主に女性を対象
にして蓄積されてきた（再就職や起業支援を含むキャリア支援、女性のライフデザイン、また、
近年では父親の育児参加支援など）。 
一方、WLBの具体像は個人の意思による選択だけでなく、社会の諸制度や経済的・文化的状況
によっても規定されている。WLBは人が生涯にわたって健康で豊かに生きることに関わる理念
であり、すべての人がその対象に含まれる（内閣府 2007）。しかし実際には、育児・介護を抱え
る人の仕事との両立が政策的に優先・優遇されたり、前提として正規雇用が想定され、非正規雇
用やフリーランスなどの働き方はWLBの議論の対象になりにくかったり、個人の選択を通じた
WLBの実現が掲げられることで強固な性別役割分業の存在が認識されにくくなったりなど、「誰
のWLBがより重要なのか」が争われる場にもなってきた。WLBをめぐって、特定の主体によ
る課題解決に向けた取り組みが、別の主体に新たな困難を背負わせうるという矛盾は、看過でき
ない課題である。 
WLB を個人の生き方や選択としてのみならず、社会的な共通課題として積極的に引き取るた
めには、成人が自分とは異なる労働・生活スタイルや価値観を生きる他者と出会い、自己と他者
との間に共通性を見出すための省察・対話・学習が必要である。そのような省察・対話・学習の
場をどのように作り出せるのかが、生涯学習・社会教育の第二の課題として指摘される。 
実際の社会教育実践においても、若者・女性・労働者・高齢者などの学習主体別に労働や生活
の諸課題を把握することには既に限界がある。さらに、学習主体として公民館などに「集う」こ
とができるのは、労働や生活スタイルの似通った同質性の高い住民になることが多い。労働や生
活スタイルの多様性が階層性と結びつきやすいことを踏まえれば、社会教育研究・実践は、地域
社会の中で自分とは異なる労働・生活スタイルや価値観を生きる他者と出会う場を作る必要と、
その困難という両方に直面しているといえる。 
 
２．研究の目的 
以上から、WLBが追及される理念となった現在、社会教育研究・実践には、様々な人のWLB
をめぐる困難を横に串刺し、課題を序列化せずに共通性を見いだし、ともに解決を目指すための
省察・対話・学習の場をどのように生み出していくかが、問われている。これに応答するには、
自分のWLBをめぐる困難を捉えて表現する学習や、自身の選択や生き方を柔軟に変えていくた
めの学習に加えて、自分の現状を相対化するような省察が必要であり、そのために自分とは異な
る労働と生活を生きる他者の経験参照が必要となる。 
そこで本研究では、従来の WLB 研究や政策ではほとんど対象となっていない属性・領域に着
目し、その人たちの労働世界や生活世界、それらを支える労働観や人生観などを具体的に明らか
にすることで、オルタナティブなWLBの創造可能性を描き出すことを目的とする。さらに、近
接領域で、多様性を包摂しながら共通部分を見出そうとするシティズンシップ教育や市民活動・
社会運動論を参照しながら、WLBをめぐる様々な困難を序列化することなく、共通課題の発見
を促すための学習実践について構想することをめざす。 
 
３．研究の方法 
 上記を達成するために、本研究では３つの研究課題を設定した。 
（１）オルタナティブなWLBに関する分析枠組みの精緻化 
 既存のWLB研究に対する本調査対象のオルタナティブ性を明確にするために、ジェンダー規
範と時間主体性という２つの観点から分析枠組みを検討し、質問項目などの調査設計に反映す
る。 
（２）既存のWLB研究では取り上げられにくい対象へのインタビュー調査 
 調査対象として、WLB研究ではあまり取り上げられることのない「障害者（・支援者）」、「第
一次産業従事者」、「移住者等」という３つの対象枠を設定し、WLBの観点からそれぞれに特徴
的な実践に取り組む中心的人物をインタビュー対象候補者を選定した上で、３年間で合計 10名
強のインタビュー調査を実施する。 
（３）共通課題の発見を促す学習の場の創出に向けた基礎的検討 
 人々の間に多様化が進む中でいかに共通性を見出すかは、様々な分野で試みられている。本研
究では、学校教育を中心に世界的に注目されるシティズンシップ教育と、課題横断型で展開を見
せる市民活動・社会運動論に学びながら、社会教育研究の原理的検討を行う。 
 
４．研究成果 



研究活動としては、研究代表者・研究分担者は本研究課題に関わる研究会に３年間（2019・2020・
2021 年度）で計４回参加し、研究討議をおこなった（2019 年度２回、2020 年度 2 回）。また、
日本社会教育学会のプロジェクト研究「ワークライフバランス時代における社会教育」に参画し、
３年間で計３回の学会企画に関わった（2019 年度２回、2020 年度１回）。このような機会を通じ
て、理論研究の検討を深めることができた。 
他方、本研究のインタビュー調査については、パンデミックの影響により実施に至らなかった。
具体的に、１年目（2019 年度）には、研究協力者の協力を得て具体的な場所や対象の検討を進
めていたが、年度後半から流行の兆しを見せた新型コロナ・ウイルス感染症の拡大によって、調
査実施が不透明になり、予備調査を見合わせざるを得なかった。２年目（2020 年度）も調査実
施の可能性を探りながら、研究代表者・分担者が関東在住で、調査先として検討していた北海道
（第一次産業従事者）・東海地方（障害者・支援者）・関西地方（移住者等）への移動について制
約が大きかったこと、また、想定していた対象は研究代表者・分担者にとって WLB の観点から新
たに着目した実践が中心で、オンラインでのインタビュー調査のみでは実践を理解することが
十分には困難であることから、当初の計画は遂行困難と判断し、大幅な計画変更を行うこととし
た。最終年度となる３年目（2021 年度）は、文献検討を中心とした理論研究に変更し、本研究で
分析の観点としていたジェンダー規範や時間主体性、基礎的検討の対象としていたシティズン
シップ教育や市民活動・社会運動論などを手がかりにしながら、研究代表者・研究分担者がそれ
ぞれ理論研究に取り組んだ。その主たる成果として、おおむね３点が指摘される。 
第一に、WLBが個人で対処すべき課題や一部の主体に関わる課題ではなく、地域生活を含め
た生涯学習・社会教育の課題として明確にしたことである。WLBが労働政策・家族政策で議論
の対象になる中で、社会教育研究にとっても政策・実践の両面で重要なテーマであることを位置
付けた。 
第二に、生涯学習・社会教育の課題としてWLBを解くためには、ジェンダー規範やケア関係
としての家族や、労働と生活の分断を乗り越える時間主体性（時間主権）という観点が有効であ
ることを論じたことである。特に、異性愛標準家族主義の揺らぎや問い直しが生じる今日、家族
をめぐる学習そのものが、自分とは異なる労働と生活を生きる他者の経験を参照し、自己の現状
を相対化する契機になることを明らかにした。 
 第三に、事例の観察を通じて、企業を超えた社会空間で職業人として他者と学ぶ経験が、自分
の労働の意味を省察し、社会とのつながり方を変える契機になることを明らかにした。他方で、
地域社会教育の課題と共通して、学習者集団の同質性の高さが課題として残された。 
 
 理論研究として上記のような成果があった一方で、実践検討やインタビューを通じて整理す
ることが叶わなかったため、本研究の核心的な問いに十分に応えられたとは言い難い。今後の課
題としては、本研究課題の問題意識を引き継ぎながら、労働と生活のオルタナティブなあり方を
探る実践や、それを共有する学習の場に関わる実践など様々な取り組みを掘り起こし、それらを
結びつけながら意義を明らかにしていくこと、パンデミックによる労働と生活への影響と、そこ
から生じた変容を積極的に捉え、実践面での動向に着目していくことが必要である。 
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